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3１．はじめに
（１）容量市場の概要

 容量市場とは
 容量市場とは、電力量（kWh）ではなく、将来の供給力（kW）を取引する市場。

 将来にわたる我が国全体の供給力を効率的に確保する仕組みとして、発電所等の供給力を金銭価値化し、多
様な発電事業者等が市場に参加していただき供給力を確保する仕組み。

 容量市場導入の目的
 発電事業者等に支払われる容量確保契約金額によって電源投資が適切なタイミングで行われ、予め必要な供

給力が確実に確保されるようにすること。

 卸電力市場価格の安定化を実現することで、小売電気事業者等の安定した事業運営を可能とするとともに、電
気料金の安定化により需要家にもメリットをもたらすこと。

（※概要説明ページ）
• 【かいせつ容量市場スペシャルサイト】 https://www.occto.or.jp/capacity-market/index.html

• 【容量市場 説明会資料・動画】 https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/youryou_setsumeikai.html

容量市場
（広域機関）

小売電気事業者等

発電事業者等

卸電力市場

kWh
￥
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￥
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￥
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￥

【各市場の役割】
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 ⾧期脱炭素電源オークションは、容量市場の一部。

 電源投資の課題である⾧期的な予見可能性を高め、脱炭素電源への新規投資を促進することにより、
⾧期にわたって脱炭素電源による供給力を確保することが目的。

 オークション方式は各応札電源の応札価格が約定価格となるマルチプライス方式で、電源の固定費水
準の容量収入が原則20年間得られ、他市場からの収益は事後的に約9割を還付する仕組み。

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃止
時間

建設費用、
維持費等
収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に⾧期間の収入を確定させたい

金額

〈電源投資の課題〉

〈投資判断に必要な要素〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

〈落札電源の収入〉①収入の水準

〈制度のイメージ〉

※電力・ガス基本政策小委員会
制度検討作業部会資料を一部加工

可変費固定費

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

収益の約９割を還付

卸市場・非化石市場等からの収入

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益

１．はじめに
（２）⾧期脱炭素電源オークションの概要



5＜参考＞参加対象電源

脱炭素電源の新設・リプレース等
 CO2の排出防止対策が講じられていない火力発電所（石炭・LNG・石油）を除く、

太陽光・風力などを含む全ての発電所・蓄電池の新設・リプレース等が対象
※一定の基準を満たすバイオマスや合成メタンなど、発電時にCO2を排出するものの、発電前に温室効果ガスの削減に寄与する燃

料を利用する電源を含む
※FIT/FIP制度による支援を受けている電源を除く。太陽光・風力などの発電所は、本オークションとFIT/FIP制度のいずれに参加す

るかを事業者の裁量で選ぶことができる

脱炭素化に資する既設火力の改修
 既設の火力発電所を脱炭素化のために改修する案件が対象

（新たに脱炭素化されるkW分のみ対象。混焼の場合、将来的な電源全体の脱炭素化が必要）
※ 「新設」よりも投資額も少なく、社会的費用の最小化につながるところ、本制度措置の中で他の脱炭素電源と競争を行いながら

導入していくことが国民負担の最小化を図ることにつながると考えられる

将来的な脱炭素化を前提とした、LNG専焼火力の新設・リプレース
 短期的な需給ひっ迫防止の観点から、将来的な脱炭素化を前提としたLNG専焼火力の新設・リプレー

ス案件が対象
※ 比較的CO2排出量が少なく調整力としても期待できるLNG火力のみを対象
※ 供給力提供開始から10年後までの間に脱炭素化に向けた対応を開始し、2050年までに脱炭素化することを条件として対象

※ 本制度は巨額の初期投資の回収に対して⾧期的な収入の予見可能性を付与するものであり、巨額の初期投資を伴うことが想定され、かつ、
需給上の影響が大きい一定規模以上の案件に限定

※ 「CCS付火力の新設・リプレース」や「既設のバイオマス電源をCCS付火力にするための改修」、「アンモニア混焼を前提としたLNG火力の新設・
リプレース」、「合成メタンを燃料とする発電所」は、本制度の対象だが、現時点では応札が想定されないことと、上限価格を設定することが困難
であること等を踏まえ、2025年度のオークションでは対象外

※ 今後の設備投資が必要で応札時点で供給力提供開始前であり、募集要綱にて電源種ごとに定められた諸条件を満たす電源が対象



6＜参考＞他市場収益の還付

 実需給年度ごとに、当該年度に供給力を提供する電源に対し容量確保契約金額が交付され、その原
資となる容量拠出金については小売電気事業者等が支払うこととなる。
※ 容量市場共通の仕組みであり、小売電気事業者にとって容量市場は、電気事業法上の供給能力確保義務を達成するための

手段と位置づけられる

 ⾧期脱炭素電源オークションにおいては、他市場収益の還付を控除した金額が、実質的な容量拠出
金・容量確保契約金額となる。

容量拠出金

交付年間総額
(年次精算時点)

請求年間総額
(年次精算時点)

請求年間総額
(年初)

還元

交付年間総額
(年初)

他市場収益の還付

容量確保契約金額

容量拠出金容量確保契約金額

他市場収益の還付イメージ



7１．はじめに
（３）約定結果の公表

 電力広域的運営推進機関では、⾧期脱炭素電源オークション（応札年度:2025年度）について、
2025年10月から参加登録受付を開始し、2026年1月にオークションの応札受付を行ったところ。

 この度、業務規程および募集要綱に定めるところにより、約定結果を公表する。
 公表にあたっては、容量市場の在り方等に関する検討会において、市場競争の状況の検証のため、事

業者の経営情報（個別電源の応札価格など）の扱いや個社情報が特定されないようにすること
（※）等に留意した集計方法をとりつつ、オークション結果の集計・公表を行うこととされている。

※ 個社情報の特定に至らないよう、原則として3者以上のデータで構成されるよう集計する。

 なお、本資料の集計において、端数処理の関係で合計が合わないことがある。
＜電力広域的運営推進機関 業務規程＞

（メインオークションの約定結果の公表）
第３２条の１８ 本機関は、メインオークション募集要綱に基

づき、次の各号に掲げる事項を本機関のウェブサイトへの掲
載等の方法によって公表する。

一 約定総容量
二 約定価格
三 約定総額
四 その他公表すべき事項

＜⾧期脱炭素電源オークション募集要綱(応札年度:2025年度)＞
第６章 落札電源および約定価格の決定方法
３．約定結果の公表
本オークションの約定結果が判明した後、本機関は以下の情報を公表しま

す。公表時期は、「第３章 募集概要 １.募集スケジュール」を参照ください。
なお、脱炭素化ロードマップについては、約定結果の公表から３ヶ月後を目途
に公表します。
• 脱炭素電源、LNG専焼火力それぞれの約定総容量および約定総額

なお、試算した還付額（※）を控除した後の約定総額についても参考に
公表します。

• 脱炭素電源における落札電源ごとの、事業者名、案件名、電源種（蓄
電池は、リチウムイオン蓄電池とリチウムイオン蓄電池以外の蓄電池の別
を含む。揚水式水力は新設とリプレース等の別を含む。）、落札容量

• LNG専焼火力における落札電源ごとの、事業者名、案件名、落札容量
※ 過去３年のスポット市場と非化石価値取引市場の価格等を基に還付額を試

算したものであり、実際の還付額の計算方法・還付額とは異なります。

（⾧期脱炭素電源オークション実施の場合のメインオークションに関
する規定の準用）
第３２条の２３の２ 第３２条の１２（第３２条の１２第１

号アを除く。）及び第３２条の１４から第３２条の２０まで
（第３２条の１８第２号及び第３２条の２０第１項第２
号を除く。）の規定は、⾧期脱炭素電源オークションを実施する
場合に準用する。この場合において、「メインオークション」とある
のは、「⾧期脱炭素電源オークション」と読み替えるものとする。
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2026年度2025年度

6月 7月 8月7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

参加
登録

応札・
約定結果
公表

関連
文書
・

説明会
等

期待容量の登録
2025年12月10日~12月16日電源等情報の登録

2025年10月20日~10月24日

応札の受付
2026年1月19日~1月26日

事業者情報の登録
2025年10月14日~10月17日

▲概要説明会
2025年7月28日

意見
募集 結果対応 ▲募集要綱・約款の公表

2025年9月3日

意見
募集

結果
対応

▲業務マニュアルの公表
2025年10月1日

▲詳細説明
2025年9月19日

▲実務説明2025年10月7日

[意見募集期間]2025年9月3日~9月17日

[意見募集期間]2025年7月16日~7月30日

4月 5月

本資料で説明

【募集要綱・
約款】

【業務マニュアル】
（参加登録・応札・契約締結編）

応札容量算定に用いた期待容量等算定諸元一覧等の登録受付
2026年1月27日~2月3日

契約書
締結

6月

▲
容量確保契約
の結果公表
2026年8月頃

▲約定結果の公表
2026年5月13日

容量確保契約書締結の手続
約定結果公表日～2026年7月頃

＜参考＞⾧期脱炭素電源オークション（応札年度:2025年度）のスケジュール

▲
脱炭素化
ロードマップ
公表

2026年8月中旬頃
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説明用語
容量オークションに参加する事業者が応札時に提示する、供給力として提供を希望する容量（単位 kW）応札容量

設備容量のうち、供給区域の供給力として期待できる容量の最大値で、設備容量から補機等の構内需要電力や外気温によ
る出力低下分等を差し引いたもの期待容量

再エネや一般水力、揚水・蓄電池の供給力評価を表す指標で、供給信頼度の評価において各電源の導入により安定電源の
必要量と同等に評価できる供給力を安定電源代替価値として反映したもの
容量市場において調整係数が設定される電源の調達量（kW価値、期待容量）については、導入量に調整係数を乗じた容
量とする

調整係数

一般送配電事業者が託送供給等約款により定める供給区域エリア

各応札電源の応札価格が約定価格となるマルチプライス方式にて、原則、電源種混合で応札価格の低い順に落札電源およ
び約定価格を決定する
なお、脱炭素電源の一部電源種（蓄電池・揚水・LDES、脱炭素火力、既設原子力の安全対策投資）にはそれぞれ「募集
上限」があり、当該電源種の落札電源は「募集上限」までに限定される
ただし、全体の募集量を満たすために「募集上限」を超えて落札することがある（脱炭素火力を除く）
募集量を跨ぐ案件（限界電源）を不落札とした場合の「不足量」に対し、落札とした場合の「超過量」が10倍を超過する場合、
限界電源は不落札とする（「募集量」を跨ぐ案件に適用し、一部電源種に設定されている「募集上限」を跨ぐ案件には適用し
ない）
蓄電池は、リチウムイオン蓄電池とリチウムイオン蓄電池以外それぞれにおいて、日本を除くセル製造国・地域の１国・地域当た
りの落札容量が総落札容量の30%未満に制限される

約定処理

電源種ごとに応札の上限価格を設定している
電源種ごとに、新設・リプレース等・改修の区分により上限価格が異なり、上限価格以下での応札が必要となる（上限価格を
超えて応札を行った電源は、非落札として約定処理する）

上限価格

契約電源が発電した電気、契約電源が有する需給調整市場で取引する価値および当該電気が有する非化石価値を相対契
約または卸電力取引市場等を通じて小売電気事業者または自社の小売部門等に対して売却した際の収入から当該発電に
係る可変費を減じた後の収益について、事後的に約９割を還付する
なお、他市場収益の多寡に応じて３段階の還付割合がある

他市場収益の
還付

１．はじめに
（４）本資料における用語説明
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 ⾧期脱炭素電源オークション（応札年度:2025年度）は、以下の表の結果※1※2となった。
 なお、落札電源一覧（応札事業者名、電源名、電源種、落札容量[kW]）については別紙に示すとおり。

２．⾧期脱炭素電源オークション（応札年度:2025年度）の約定結果
（１）約定総容量、約定総額

他市場収益の推定還付額
控除後の約定総額※3約定総額約定総容量

（過去3年平均）
3,420 億円/年

（過去5年の各年度）
2,098 ～ 3,503 億円/年

4,748 億円/年

426.1 万kW脱炭素電源
(募集量500万kW)

81.9 万kWリチウムイオン蓄電池
・揚水(新設を除く)

88.6 万kWリチウムイオン以外の蓄電池
・揚水(新設)・LDES

51.7 万kW脱炭素火力※4

55.8 万kW既設原子力の安全対策投資

148.2 万kWその他脱炭素電源

（過去3年平均）
810 億円/年

（過去5年の各年度）
△754 ～ 870 億円/年

1,444 億円/年303.8 万kWLNG専焼火力
(募集量2,929,036kW)

※1 電力・ガス取引監視等委員会の監視結果による応札価格の修正および応札の取り下げを反映した約定結果。
※2 実需給年度が異なる電源の約定総容量と約定総額であり、制度適用期間にわたり一定の値ではない。
※3 過去3年もしくは5年のスポット価格と非化石価値取引市場の価格、発電コスト検証における可変費等を基に還付額を試算したものであり、実際の還付額の計算方法・還付額とは異なる。

(還付額が容量確保契約金額を超過した際は、△で表記)
なお、蓄電池・揚水・LDESの他市場収益の推定還付額については、発電コスト検証において可変費・設備利用率が公表されていないため試算を行わないことから、還付額に含まれていない。

※4 水素専焼、水素混焼若しくはアンモニア専焼又は既設火力の改修のうち水素専焼、水素混焼、アンモニア専焼、アンモニア混焼若しくはCCS付火力を指し、バイオマスは含まない。



11＜参考＞募集上限について

 一部電源種には募集上限があり、原則、募集上限を跨ぐ電源までの落札となる。
 ただし、落札電源の総容量が脱炭素電源の募集量に達しない場合は、脱炭素火力を除き、例外的に

募集上限を超えて落札することができる。
 なお、蓄電池・揚水・LDESについては、放電・発電のためには蓄電・ポンプアップが必要であり、供給力と

しての価値が限定的であることから、最大でもそれぞれの募集上限の２倍までと整理されている。

第103回制度検討作業部会
資料３-３(2025年5月28日)より



12＜参考＞他市場収益の還付額の試算について

 他市場収益の還付額の試算については、以下の方法をもとに算定を行うこととされた。

40 当該方法により算出した他市場収益の金額に、還付割合90%を乗じることにより、還付額を試算する。

制度検討作業部会 第十一次
中間とりまとめ資料(2023年6月21日)より
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＜参考＞他市場収益の還付額の試算について

 他市場収益の還付額の試算については、直近３年間コマ別のスポット価格等をもとに算定を行う、と整
理されていた。

 中⾧期的なスポット価格の変動性を加味すべく、過去５年に範囲を拡大した試算も行った。

JEPXスポット価格（年度平均） ※システムプライス[円/kWh]

直近3年に加え、過去5年分の試算も実施



14２．⾧期脱炭素電源オークション（応札年度:2025年度）の約定結果
（２）発電方式別の応札容量・落札容量

発電方式別の応札容量・落札容量

 発電方式別の応札容量・落札容量とその比率は、下記のとおり。
 応札容量（落札率）は、揚水が 45.3万kW(55%)、蓄電池が 125.1万kW(46%)、アンモニア混焼

への改修が 26.4万kW(100%)、水素専焼が25.3万kW(100%)、バイオマス専焼が10.1万
kW(100%)、原子力(新設・リプレース)が 138.1万kW(100%)、原子力(既設原子力の安全対策投
資)が 55.8万kW(100%)、 LNG専焼火力が 303.8万kW(64%)であった。

 また、落札容量のうち新設・リプレース等が約97%であった。

落札電源における
新設・リプレース・既設火力の改修の比率

[万kW]

（括弧内）:落札率
[万kW]

その他
・一般水力
・太陽光
・風力 等

新設

516

(71%)

リプレース等

187

(26%)

既設火力の改修

26.36

(3%)



15２．⾧期脱炭素電源オークション（応札年度:2025年度）の約定結果
（３）エリア別の応札容量・落札容量

 全国の応札容量は合計で1,085.6万kW、そのうち落札容量が 729.9万kW（67％）、非落札容量
が 355.7万kW（33％）であった。

 エリア別の応札容量と落札容量は、下記のとおり。

エリア別の応札容量・落札容量

[万kW]

全国

106.3

278.1

231.4

4.7

91.0

184.4

39.2
21.6

128.8

101.6 

196.6 
182.2 

4.7 

75.9 

13.1 27.2 7.5 

121.1 
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応札容量 落札容量

729.9(67%)

355.7

(33%)

落札容量 非落札容量



16２．⾧期脱炭素電源オークション（応札年度:2025年度）の約定結果
（４）実需給年度ごとの落札容量

 実需給年度ごとの落札容量は、下記のとおり。

 落札電源ごとに供給力提供開始時期や制度適用期間が異なる。

実需給年度ごとの落札容量 落札電源の制度適用期間

実需給年度

[万kW]

[万kW]
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応札年度2025 過年度落札分

20年

376.3

(51%)

21~30年

72.1

(10%)

31年～

281.5

(39%)



17３．容量オークションとの関係

 実需給2027年度以降の供給力を対象として⾧期脱炭素電源オークションが行われたところ。

 ⾧期脱炭素電源オークションは容量市場の一部であるところ、容量市場メインオークションについては、す
でに実需給2027～29年度向けのオークションが行われている。

 本章では、両オークションで調達された調整機能あり電源の契約容量や、実需給2027～29年度の容
量拠出金の試算を行った。

 なお、実需給2028年度向け以降のメインオークションにおいては、⾧期脱炭素電源オークションにて落
札された容量を控除してオークションを行う。

（１）調整機能あり電源の契約容量
（２）実需給2027年度の容量拠出金（試算）
（３）実需給2028年度の容量拠出金（試算）
（４）実需給2029年度の容量拠出金（試算）



18３．容量オークションとの関係
（１）調整機能あり電源の契約容量

[万kW]

調整機能なし電源

調整機能あり電源

対象実需給年度

 これまでのオークションにおける「調整機能あり電源の契約容量」などの推移は下記のとおり。
※ ⾧期脱炭素電源オークション調達分以外は2026年3月末時点での契約容量で集計

※ 2027年度以降については⾧期脱炭素電源オークション調達分が含まれる

FIT電源等の期待容量等

17,688 18,413 18,238 19,130 19,510 19,675

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2024 2025 2026 2027 2028 2029



19３．容量オークションとの関係
（２）実需給2027年度の容量拠出金（試算）

 メインオークション(対象実需給年度:2027年度) と⾧期脱炭素電源オークション(応札年度:2023～25年度)
の約定結果に基づく、実需給2027年度におけるエリア別の容量拠出金（試算）は、下記のとおり。
※⾧期脱炭素電源オークション分は、他市場収益の推定還付額を控除した約定総額のうち2027年度の容量拠出金を試算。

※1 メインオークション（対象実需給年度向け）開催前に公表される最新の供給計画における実需給年度（第5年度）のH3需要（離島除き）

（参考）
H3需要想定※1

容量拠出金（試算）

エリア 小売電気事業者一般送配電事業者

⾧期メイン⾧期メイン

498.2 万kW15.1 億円532.3 億円1.3 億円53.0 億円北海道

1,346.7 万kW40.9 億円1,022.1 億円3.3 億円97.4 億円東北

5,493.0 万kW166.1 億円4,184.9 億円13.9 億円419.9 億円東京

2,443.0 万kW73.9 億円1,530.7 億円6.2 億円152.9 億円中部

517.0 万kW15.6 億円316.9 億円1.3 億円31.6 億円北陸

2,726.0 万kW82.5 億円1,671.2 億円6.9 億円166.6 億円関西

1,037.2 万kW31.4 億円635.8 億円2.6 億円63.4 億円中国

487.0 万kW14.7 億円298.6 億円1.2 億円29.8 億円四国

1,511.8 万kW45.8 億円1,401.2 億円3.8 億円138.8 億円九州

16,059.8 万kW
485.9 億円11,593.7 億円40.3 億円1,153.3 億円小計

12,079.6 億円1,193.6 億円合計



20３．容量オークションとの関係
（３）実需給2028年度の容量拠出金（試算）

 メインオークション(対象実需給年度:2028年度) と⾧期脱炭素電源オークション(応札年度:2023～25年度)
の約定結果に基づく、実需給2028年度におけるエリア別の容量拠出金（試算）は、下記のとおり。
※⾧期脱炭素電源オークション分は、他市場収益の推定還付額を控除した約定総額のうち2028年度の容量拠出金を試算。

※1 メインオークション（対象実需給年度向け）開催前に公表される最新の供給計画における実需給年度（第5年度）のH3需要（離島除き）

（参考）
H3需要想定※1

容量拠出金（試算）

エリア 小売電気事業者一般送配電事業者

⾧期メイン⾧期メイン

518.1 万kW30.1 億円657.9 億円2.5 億円61.4 億円北海道

1,333.8 万kW77.4 億円1,693.8 億円6.5 億円158.1 億円東北

5,601.1 万kW325.0 億円7,112.5 億円27.4 億円663.7 億円東京

2,393.0 万kW138.8 億円2,107.6 億円11.7 億円196.8 億円中部

485.0 万kW28.2 億円367.7 億円2.4 億円34.1 億円北陸

2,666.0 万kW154.8 億円2,021.5 億円13.0 億円187.4 億円関西

1,055.9 万kW61.3 億円800.6 億円5.1 億円74.2 億円中国

467.0 万kW27.1 億円354.1 億円2.3 億円32.8 億円四国

1,537.9 万kW89.5 億円1,814.0 億円7.2 億円162.4 億円九州

16,057.7 万kW
932.2 億円16,929.7 億円78.2 億円1,570.8 億円小計

17,861.9 億円1,649.5 億円合計



21３．容量オークションとの関係
（４）実需給2029年度の容量拠出金（試算）

 メインオークション(対象実需給年度:2029年度) と⾧期脱炭素電源オークション(応札年度:2023～25年度)
の約定結果に基づく、実需給2029年度におけるエリア別の容量拠出金（試算）は、下記のとおり。
※⾧期脱炭素電源オークション分は、他市場収益の推定還付額を控除した約定総額のうち2029年度の容量拠出金を試算。

※1 メインオークション（対象実需給年度向け）開催前に公表される最新の供給計画における実需給年度（第5年度）のH3需要（離島除き）

（参考）
H3需要想定※1

容量拠出金（試算）

エリア 小売電気事業者一般送配電事業者

⾧期メイン⾧期メイン

528.1 万kW33.4 億円714.1 億円2.8 億円63.3 億円北海道

1,367.8 万kW86.9 億円1,847.3 億円7.4 億円165.4 億円東北

5,702.8 万kW360.2 億円7,701.9 億円30.7 億円689.4 億円東京

2,298.3 万kW145.3 億円2,567.3 億円12.3 億円227.8 億円中部

490.0 万kW31.0 億円547.4 億円2.6 億円48.6 億円北陸

2,695.1 万kW170.3 億円3,010.6 億円14.4 億円267.1 億円関西

1,049.9 万kW66.4 億円1,172.8 億円5.6 億円104.0 億円中国

459.0 万kW29.0 億円512.7 億円2.5 億円45.5 億円四国

1,587.6 万kW100.5 億円2,216.6 億円8.3 億円191.9 億円九州

16,178.6 万kW
1,022.5 億円20,290.7 億円86.6 億円1,802.9 億円小計

21,313.1 億円1,889.5 億円合計



22＜参考＞メインオークションにおける容量拠出金の算定方法

メインオークション約定結果(対象実需給年度:2029年度) 
(2026年1月20日)より



23＜参考＞⾧期脱炭素電源オークションにおける容量拠出金の算定方法

⾧期脱炭素電源オークション制度詳細説明会資料
(2025年9月19日)より



24＜各種資料等参照先＞

＜お問い合わせ先＞ ・容量市場問合せ窓口
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/otoiawase.html 

・総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会
電力・ガス基本政策小委員会（第102回まで）／次世代電力・ガス事業基盤構築小委員（第103回以降）

制度検討作業部会

・容量市場に関するお知らせ等 https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/index.html

・かいせつ容量市場スペシャルサイト https://www.occto.or.jp/capacity-market/index.html

・容量市場の在り方等に関する検討会 https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/index.html

・容量市場 説明会資料・動画 https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/youryou_setsumeikai.html

第八次中間とりまとめ（令和4年7月）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/20221003_1.pdf

第十一次中間とりまとめ（令和5年6月）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/20230621_1.pdf

第十八次中間とりまとめ（令和6年8月）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/20240816_1.pdf

第二十二次中間とりまとめ（令和7年8月）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/20250827_1.pdf



電力広域的運営推進機関
2026年5月13日

容量市場　⾧期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度:2025年度） 別紙:落札電源一覧
＜脱炭素電源＞
No. 応札事業者名 落札案件名 電源種 落札容量[kW]

1 電源開発株式会社 大間原子力発電所 原子力 1,381,275
2 イーレックス株式会社 イーレックス新潟（仮称） バイオマス専焼 100,926
3 北海道電力株式会社 泊発電所1号機 原子力（既設原子力の安全対策投資） 557,848
4 北海道電力株式会社 京極発電所3号機 揚水（新設） 185,889
5 北海道電力株式会社 苫東厚真発電所4号機 既設火力の改修（アンモニア混焼への改修） 132,200
6 CHCJapan株式会社 益田市蓄電所 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 75,633
7 CHCJapan株式会社 新富町蓄電所 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 36,722
8 株式会社コベルコパワー神戸 神戸発電所1号機 既設火力の改修（アンモニア混焼への改修） 131,433
9 ヘキサ・エネルギーサービス合同会社 HC25中国第一蓄電システム 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 46,927

10 ヘキサ・エネルギーサービス合同会社 HC25東北第二蓄電システム 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 43,543
11 CEF H2株式会社 三池発電所 水素専焼 146,400
12 合同会社NRE-54インベストメント NRE中川第ニ蓄電所 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 46,828
13 Stonepeak Kingdom Holdings 合同会社 Kingdom-3 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 95,582
14 Stonepeak Kingdom Holdings 合同会社 Kingdom-6 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 45,931
15 Stonepeak Kingdom Holdings 合同会社 Kingdom-1 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 32,778
16 合同会社蓄電所1号 蓄電所3号 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 36,722
17 合同会社蓄電所3号 Battery116号系統用蓄電所 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 141,527
18 合同会社蓄電所3号 Battery23号系統用蓄電所 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 140,098
19 ホクエナジー株式会社 第一発電所 水素専焼 106,654
20 合同会社ホモデウス HD1号 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 45,192
21 合同会社ポーラーベアー しろくま33 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 33,737
22 合同会社ポーラーベアー しろくま36 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 30,128
23 合同会社ZEUS ZEUS-A 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 75,165
24 合同会社ZEUS ZEUS-B 蓄電池（リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池） 74,163
25 ＣＳ青森八戸ＥＳＳ合同会社 ＣＳ青森八戸２蓄電所 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 90,734
26 合同会社バッテリーパーク１５ 鹿児島薩摩川内蓄電所 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 45,705
27 合同会社バッテリーパーク２０ 宮城石巻蓄電所2号 蓄電池（リチウムイオン蓄電池） 114,012
28 東京電力リニューアブルパワー株式会社 塩原発電所＿2号機 揚水（リプレース等） 267,550

＜LNG専焼火力＞
No. 応札事業者名 落札案件名 電源種 落札容量[kW]

1 北陸電力株式会社 富山新港火力発電所ＬＮＧ２号機 LNG専焼火力 583,750
2 九州電力株式会社 （仮称）新小倉発電所6号機 LNG専焼火力 900,000
3 株式会社ＪＥＲＡ 袖ケ浦火力発電所新1号 LNG専焼火力 777,058
4 株式会社ＪＥＲＡ 袖ケ浦火力発電所新2号 LNG専焼火力 777,058
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